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利用される方へ 

 

１ 県民経済計算は、県内における経済活動を生産・分配・支出の三面からとらえ、県経済全体の規

模、構造、所得水準などを明らかにするものです。 

 

２ この報告書は08SNA※による「県民経済計算標準方式（2015年（平成27年）基準版）」（内閣府

経済社会総合研究所国民経済計算部）に基づき、推計したものです。 

   ※ 「SNA」とは「System of National Accounts」の略称であり、「国民経済計算」又は「国民経済計算体系」と 

    訳されています。この「SNA」は一国の経済の状況について、体系的に記録する国際的な基準で、「08SNA」と 

    は2008年に国連が加盟各国にその導入を勧告した国民経済計算体系の名称です。 

 

３ 推計対象期間は平成23年度から令和５年度としています。また、平成23年度まで遡及して改定し

ていますので、令和４年度以前の数値を利用する場合も本報告書（最新版）の数値を利用してくだ

さい。 

  なお、過去に公表した平成22年度以前の計数は、基準年が異なるため本報告書の計数とは接続し

ませんので御注意ください。 

 

４ 実質値は、平成27暦年を参照年（デフレーター＝100となる年）とする連鎖方式により算定した

ものです。 

 

５ 統計表中の計数は、単位未満を四捨五入したため、総数と内訳の合計が一致しない場合がありま

す。また、実質値については、連鎖方式によるため、総数と内訳の合計は一致しません。なお、統

計表中の計数と一次統計の計数において増減の方向性が異なる場合があります。 

符号等の用法は次のとおりです。 

   「▲」又は「-」･････ マイナス 

   「０」又は「0.0」･･･ 単位に満たないもの 

   「－」･･････････････ 該当数値がないもの又は無意味なもの 

  統計表の増加率は次式により算出しています。 
     

当年度の計数－前年度の計数 

                                    × 100（％） 

     前年度の計数（絶対値） 

 

６ この報告書に表章された全国の数値は、「2023年度（令和５年度）国民経済計算年次推計」（内

閣府経済社会総合研究所国民経済計算部）によるものです。 

 

７ この報告書についてのお問い合わせや御意見等は、下記あてにお願いします。 

    新潟県総務部統計課調査解析班 電話 025-280-5901（直通） 

   

本書の内容はインターネットでも御覧になれます。 

    にいがた県統計ボックス https://www.pref.niigata.lg.jp/site/tokei/ 

または、 新潟県 県民経済計算  ☞検索 
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